























(昭和 47年 3月〉があるO これを見ると研修の機会を「校内全体研究Jに求めている教師が
約25%，2位が[校内教科等研究J2 0 %， 3位が「校内学年研究J及び「郡市区町村研究























































































































































































































































そのまま，あいまいになりがちであるO そのうえテーマによっては， 2年 3年の単位で長期的
な展望に立ち研究を進めたらよい場合もある。そのような時に，研究への関心を常に新鮮に保
っておくことはなかなかむずかしいことである G 適当な年間計画の中で研究を推進するととも
に，ふだんの綬業も研究テーマに結び、つけて指導計画をたて，その実践が全体研究に資するよ
うに心がけなければならないu 研究の日常化と適切な研究評価の積み重ねによって校内研修組
織は力強いものになり，全体研究を成功に導き，それが個々の職員の職能的成長を促進するも
のとなる O
WIl 地域の教育研究所や地域の大学，教育研究団体の活用
現在の校内研修を主とする教師の現職教育は，主として教育委員会の指導で行われ，教師の
職能的成長に寄与しているのであるが，研究の広がりを持たせるうえでも，地域の大学や，
教育団体と協力し，それぞれの機関の持つ特質を研究に活用したいものである。
ところが以下のような理由で，それは充分に行われているとはし、し、難¥，、面があり， これから検
討をする必要がある O
1. 教育委員会の指導が優先すること。
2. 教育現場と大学や教育研究団体との学問的もしくは指導上での見解が一致しない場合の
あること。
3. 学校が公教育の場であるので，民間教育団体の影響が強くでるのは望ましくないという
こと D
以上の理由があるにしても学校が公教育の範囲を踏まえた上で開放的にならなければ，進歩
する社会への対応、が遅れがちになっていくのではないかと心配される。
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4 人間関係の調整をこえて専門性の確立へ
人間関係の調整について今までたびたび言及したが本論の最後にこの問題を専門性との関連
において考えてみたω。考慮すべき人間関係の問題の若干を列挙すると
-男女比の不均衡
・高年令教師と新任教師との考え方や関心のあり方のちがい
-イデオロギーのちがい
-教師意識の低下
・過剰な権利意識等々が現状におW て多く見られる。せっかくよいリーダ←が凶て卒先垂範し
てもそれと協力して研究をもりあげるホローシップか醸成しないということであれば，組識の
疑集度が稀薄となり研究の成果はあがらない。リーダーを斡として，同じ仲間が，共に学ぶと
いうこだわらなω態度が必要である。それが真のメンバーシップというものであろう o
教師集団が，真に専門家集団であるならば，本来人間関係の調整に大きなエネノレギーをとら
れるというのはおかしωのであって，教育の専門家としての自覚の上にたって合理的科学的な
態度で研究にのぞむべきである。
依頼心をなくし，関かれた態度で、自発的に研究を行tヘ真の専門性を発揮したいものであるO
校内研究組識が，直ちに職髭成長の場でありうるならば，人間関係の調整から脱却し関かれた
態度で研究を推進するべきであろう o
要は教師の専門性は教師の偲々の努力によって獲得されていくべきものであるoその獲得の
手段の夫なるものは校内での研修であるO
日々の実践が即職能成長につながるということが理想であるoそのように学校組識が整備さ
れて凶くならば，教師の専門性は医師や弁護士のような既成の専門職性に強くつながっていく
ものと思われるO
? 。??
